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豪雨時の急激な原水濁度上昇に対する汚泥処理のあり方

 
株式会社東京設計事務所 臼井 北斗 

 
豪雨災害の影響から、一時的な河川水の濁度の急上昇が頻発し、ピーク時には汚泥処理 

が間に合わない事態が発生している。そこで、急激な濁度上昇にも対応できる、効率的な 

汚泥処理が可能となる整備計画を行った。汚泥処理機能の無駄を無くすため、常時使用す 

る天日乾燥床の増設を抑え、一時的に汚泥を貯留することが可能な汚泥用貯留槽の新設と、 

ピーク期間のみ仮設脱水機をリースする計画とすることで、緊急的なピーク時の対策を可

能にした。また、段階的な施設整備を想定し、高濁度の発生頻度により整備計画を行うこ

とで、過大投資を防ぎ、状況に応じた効率的な施設整備を行うことを目的とした。 
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１.はじめに 
近年の豪雨災害の影響から、Ａ浄水場では降雨時の河川水濁度が以前よりも高くなって

おり、汚泥処理日数及び汚泥量が増加している。特に、一時的な河川水の濁度の急上昇が

頻発し、ピーク時には汚泥処理が間に合わない事態が発生している。そこで、急激な濁度

上昇にも対応できるよう、効率的かつ効果的な汚泥処理方法の確立と、それに必要となる

汚泥処理設備の整備計画の策定を行った。 
 
２. 汚泥処理の現況と過去の高濁度状況に対する整備方針 
（１） 10 年間の高濁度の推移と整備目標 

過去 10 年間の、各年で最も濁度の高い月における日平均濁度の平均値と、最大値を図-1
に示す。 
以下の理由から、今回の計画は平成 22 年度、平成 25 年度、平成 26 年度を対象として検

討を行い、これらのうち最も濁度の高い平成 25 年度を最終目標とし、施設整備計画を行っ

た。 
 平成 16 年、平成 19 年、平成 23 年は水害が影響しており、水害が発生した年の実績を

ベースに計画すると、通常では過大投資となる恐れがある。そのため、通常時ではな

く緊急時の濁度状況と考え、今回は対象から除外する。 
 濁度のピーク時の汚泥処理が困難であることから、日平均濁度の最大値が高い年度を

対象とする。 
 平成 25 年度規模の濁度状況は、水害の年を含めても 10 年に 1 回か 2 回起きる程度で

あり、平成 26 年度には濁度が下がっていることからも、今後は濁度が低下傾向となる

（6） 

緊急遮断弁は、設置箇所が狭隘な土地となっているため施工性や設置スペースを重視し、

省スペース化が図れ、維持管理においても小さな電動弁と制御盤のみと最小限の機器更新で

済むサイフォン式を採用した。

５ 検討結果

Ｋ配水池新設における検討結果を下記に示す。 

①配水池流入方式：逆流対策、塩素ガス対策観点からフロート弁方式を採用

②滞留対策：水需要の減少、設置スペースの観点からＢ案を採用

③構造形式：施工性、維持管理性の観点からステンレス鋼板製構造を採用

④緊急遮断弁：設置スペース、最小限の機器更新の観点からサイフォン式を採用

６ 考察

本設計で検討を行った結果、維持管理の容易性、施工性や経済性の観点から、ステンレス

製配水池を選定し、付帯する設備を含めて維持管理の最小化を図った。小規模配水池におい

て、今まで数多くの 配水池が築造されてきたが、山中にある 配水池の修復や漏水の発

見が困難であるため維持管理性の面で大きな課題を抱えている。ステンレス鋼板製構造は、

耐食性があり、水密性がよいことから機能性と維持管理性に優れ、施工スペースが狭い小規

模な配水池にも対応可能であり、万が一漏水があっても発見しやすく対処も容易である。施

工条件や規模によってステンレス構造、 構造等それぞれにメリット・デメリットはあるが、

今後の中小水道事業体が少ない職員で維持管理を行うことを考えると、維持管理を最小化に

できるステンレス鋼板製構造配水池は時代に即した構造形式の一つと考えられる。

７ おわりに

本設計では、小規模な配水池にステンレス鋼板製構造を採用したが、ステンレス鋼板製構

造水槽としては、 ㎥の日本最大の配水池を始め、仮設配水池 ㎥（仮設としては

国内最大級）、高架水槽 ㎥（国内最大級）、応急給水タンク、震災対策用貯水槽など、

規模に応じて様々な事例があり、ステンレス構造は幅広く活用されていると言える。本設計

の事例では、山間部における築造箇所の問題から施工性や維持管理性を重視した検討を行っ

たが、都市部における大規模配水池においては、他の構造に比べて有利な躯体重量、増設や

拡張性、景観性等様々な観点から検討を行い、最適な構造形式を提案していくことが重要に

なると考えられる。
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３．汚泥処理改善計画 
（１）濃縮槽処理能力の検討 
濃縮槽で発生汚泥をできるだけ濃縮させることで、その後の脱水処理施設の負担を減ら

すことが出来るため、汚泥を十分に濃縮させることが汚泥の減容化のために重要であると

考え、濃縮処理能力の設定をした。そして、最も濁度の高い平成 25 年度の実績をベースに、

投資効果を考慮して、スラッジの乾燥重量（ドライスラッジ量：t-ds）が 18.0（t-ds/日）と

なるような施設能力で設定し、17.0ｍ角の濃縮槽を２槽増設する計画とした。 
 【ケース１：基準汚泥量 12.0（t-ds/日）】 

平成 25 年度の年平均濁度×４の濁度で設定。処理能力不足が懸念される。 
 【ケース２：基準汚泥量 24.0（t-ds/日）】 

平成 25 年度の高濁度時（７月～10 月）の期間平均値×4 の濁度で設定。過大投資の可

能性がある。 
 【ケース３：基準汚泥量 18.0（t-ds/日）】 

上記の平均値で設定。安定した処理能力が確保でき、投資は一定の範囲に留まる。 
表-1 ケース別濃縮槽の仕様 

主項目 細目 単位 ケース1 ケース2 ケース3

汚泥量関連 基準汚泥量 ｔ-ｄｓ/日

既設濃縮槽処理量 ｔ-ｄｓ/日

増設対象処理汚泥量 ｔ-ｄｓ/日

条件設定 濃縮槽固形物負荷 ｋｇ/㎡・日

t/㎡・日

濃縮槽仕様 必用表面積 ㎡

槽数 槽

ｍ

16.0ｍ角 21.0ｍ角 17.0ｍ角

水深　（4.0ｍに設定） ｍ

寸法

 

 
（２）脱水処理方式の検討 
濃縮槽の処理能力は決定したが、投資効果も考慮しての設定であるため、濁度のピーク

時には十分濃縮できない汚泥が発生する。また、濃縮をしても十分脱水処理をできない汚

泥も発生する。そこで、濃縮槽の増設とともに、これらの汚泥を効率良く脱水処理するた

めの対策案を検討する。 
まず、施設の増設による対策案として、以下の２ケースを検討した。 

 【天日乾燥床を増設】 
増設する施設は天日乾燥床のみとする。ピーク時でも全量を投入できる床数まで増設

する。 

2 

可能性があり、それを踏まえて施設整備計画を行う必要がある。 

 
図-1 10 年間の高濁度推移 

（２） 既存施設での対応 
以下の理由の通り、既存施設での対応から、一時的な濁度上昇に対し、経済性を考慮し

た効率的な汚泥処理計画を行った。 
 平成 25 年度の実績データによると、1 日で急激に濁度が上昇し、ピーク時には既設の

能力をはるかに超える汚泥量が発生するという状況が数回起きている。 
 このような現象は、他の年でも 1 年に 1 回程度は起きており、頻度は高い。 
 既設能力の計画濁度は通常は 10 度、高濁度時には 40 度となっており、年間を通じて

処理可能な状況であるため、一時的な濁度上昇時の処理を検討する必要がある。 

 

図-2 対象年度の高濁度時における原水濁度の推移 
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 【ケース B 汚泥用貯留槽・天日乾燥床を増設、仮設脱水機を利用】 
処理方法はケース A と同様であるが、貯留槽②の容量を減らし、不足分は天日乾燥床

の増設で補う。 

仮設脱水機P

PP 汚泥濃縮槽

18t-ds/日凝集沈澱池

ケ
ー
キ
搬
出

既設

天日乾燥床

新設

天日乾燥床

貯留槽①

（濃縮前汚泥用）

P
貯留槽②

（濃縮後汚泥用）

 
図-6 汚泥処理フローシート（ケース B） 

経済性はほとんど差がつかず、取得用地は天日乾燥床を増設する分ケース B の方が不利

となるが、貯留槽と仮設脱水機を利用することで床数も抑えられることから、あまり差は

見られなかった。そのため、今後の高濁度への対応性から天日乾燥床の増設も必要と考え、

貯留槽と天日乾燥床を増設するケース B を選定した。 
 
（３）施設整備計画 
選定したケース B の汚泥処理工程フローチャート

を図-7 に示す。これにより、通常時とピーク時で汚

泥処理方法を使い分けることで、効率的な処理を行

い、過大投資を防ぐ計画としている。しかし、本計

画は最も濁度の高い平成 25 年度の実績をベースと

しており、現在の汚泥処理状況からも、この施設整

備を現状で行うと過大投資になる可能性がある。そ

こで段階的な整備計画とし、まずは平成 22 年度、次

に平成 26 年度実績をベースとした施設整備を行い、

濁度の推移を見ながら、最終的に平成 25 年度実績ベ

ースの施設整備へ移行する計画とした。 
段階的な施設整備計画は次項の表-1 に示す。建設

計画はパターン A～パターン C で想定し、考え方を

以下に示す。 
 パターン A は、濃縮槽 2 槽と貯留槽①を 1 槽増

設し、平成 22 年度実績への対応を満足する施設

整備とした。 
 パターン B は、貯留槽①を１槽、貯留槽②を２

槽増設し、平成 26 年度実績への対応を満足する

施設整備とした。  
 パターン C では、天日乾燥床を 5 床増設し、 図-7 汚泥処理工程フローチャート 
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PP 汚泥濃縮槽凝集沈澱池
ケ
ー
キ
搬
出

既設

天日乾燥床

新設

天日乾燥床
 

図-3 汚泥処理フローシート（天日乾燥床増設案） 
 【脱水機を新設】 

増設する施設は脱水機と汚泥用貯留槽とする。既設の天日乾燥床と新設の脱水機を併

用して処理を行う。 

PP 汚泥濃縮槽凝集沈澱池
ケ
ー
キ
搬
出

既設

天日乾燥床

新設

脱水機
 

図-4 汚泥処理フローシート（脱水機新設案） 
ただし、天日乾燥床を増設すると、膨大な床数を増設することになり、用地の取得も困

難となる。また、脱水機を新設すると施設整備費用が高価となることから、投資効果も考

慮した効率の良い対策案としては望ましくないため不採用とする。 
施設規模が過大となる要因として、一時的な濁度上昇が起きていることから、ピーク時

まで対応できる規模の施設を増設すると、通常時の処理機能に無駄が出てしまう。そのた

め、ピーク時の一時的な濁度上昇に対して対応可能な対策案を検討する必要がある。 
そこで、以下の２つの対策を行うことで、ピークカットの対応を図る。 

① 処理しきれない汚泥を一時的に貯留することができる汚泥用貯留槽の新設 
② 仮設脱水機をピーク時のみリース 
これより、以下の 2 ケースについて再度検討する。 

 【ケース A 汚泥用貯留槽を増設、仮設脱水機を利用】 
濃縮槽で十分に処理できない汚泥は貯留槽①に、濃縮はしたが天日乾燥床で処理しき

れない汚泥は貯留槽②に貯留する。貯留後、貯留槽①の汚泥は仮設脱水機にて脱水処

理、もしくは濃縮槽が空き次第、濃縮後に天日乾燥床にて脱水処理。貯留槽②の汚泥

は天日乾燥床が空き次第脱水処理を行う。 

貯留槽①

（濃縮前汚泥用）
仮設脱水機P

P

PP 汚泥濃縮槽凝集沈澱池

貯留槽②

（濃縮後汚泥用）

ケ
ー
キ
搬
出

既設

天日乾燥床

 

図-5 汚泥処理フローシート（ケース A） 

－ 10 －

技術報告集 第31号 平成29年3月 AWSCJ



5 

 【ケース B 汚泥用貯留槽・天日乾燥床を増設、仮設脱水機を利用】 
処理方法はケース A と同様であるが、貯留槽②の容量を減らし、不足分は天日乾燥床

の増設で補う。 

仮設脱水機P

PP 汚泥濃縮槽

18t-ds/日凝集沈澱池

ケ
ー
キ
搬
出

既設

天日乾燥床

新設

天日乾燥床

貯留槽①

（濃縮前汚泥用）

P
貯留槽②

（濃縮後汚泥用）

 
図-6 汚泥処理フローシート（ケース B） 

経済性はほとんど差がつかず、取得用地は天日乾燥床を増設する分ケース B の方が不利

となるが、貯留槽と仮設脱水機を利用することで床数も抑えられることから、あまり差は

見られなかった。そのため、今後の高濁度への対応性から天日乾燥床の増設も必要と考え、

貯留槽と天日乾燥床を増設するケース B を選定した。 
 
（３）施設整備計画 
選定したケース B の汚泥処理工程フローチャート

を図-7 に示す。これにより、通常時とピーク時で汚

泥処理方法を使い分けることで、効率的な処理を行

い、過大投資を防ぐ計画としている。しかし、本計

画は最も濁度の高い平成 25 年度の実績をベースと

しており、現在の汚泥処理状況からも、この施設整

備を現状で行うと過大投資になる可能性がある。そ

こで段階的な整備計画とし、まずは平成 22 年度、次

に平成 26 年度実績をベースとした施設整備を行い、

濁度の推移を見ながら、最終的に平成 25 年度実績ベ

ースの施設整備へ移行する計画とした。 
段階的な施設整備計画は次項の表-1 に示す。建設

計画はパターン A～パターン C で想定し、考え方を

以下に示す。 
 パターン A は、濃縮槽 2 槽と貯留槽①を 1 槽増

設し、平成 22 年度実績への対応を満足する施設

整備とした。 
 パターン B は、貯留槽①を１槽、貯留槽②を２

槽増設し、平成 26 年度実績への対応を満足する

施設整備とした。  
 パターン C では、天日乾燥床を 5 床増設し、 図-7 汚泥処理工程フローチャート 
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PP 汚泥濃縮槽凝集沈澱池
ケ
ー
キ
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新設

天日乾燥床
 

図-3 汚泥処理フローシート（天日乾燥床増設案） 
 【脱水機を新設】 

増設する施設は脱水機と汚泥用貯留槽とする。既設の天日乾燥床と新設の脱水機を併

用して処理を行う。 

PP 汚泥濃縮槽凝集沈澱池
ケ
ー
キ
搬
出

既設

天日乾燥床

新設

脱水機
 

図-4 汚泥処理フローシート（脱水機新設案） 
ただし、天日乾燥床を増設すると、膨大な床数を増設することになり、用地の取得も困

難となる。また、脱水機を新設すると施設整備費用が高価となることから、投資効果も考

慮した効率の良い対策案としては望ましくないため不採用とする。 
施設規模が過大となる要因として、一時的な濁度上昇が起きていることから、ピーク時

まで対応できる規模の施設を増設すると、通常時の処理機能に無駄が出てしまう。そのた

め、ピーク時の一時的な濁度上昇に対して対応可能な対策案を検討する必要がある。 
そこで、以下の２つの対策を行うことで、ピークカットの対応を図る。 

① 処理しきれない汚泥を一時的に貯留することができる汚泥用貯留槽の新設 
② 仮設脱水機をピーク時のみリース 
これより、以下の 2 ケースについて再度検討する。 

 【ケース A 汚泥用貯留槽を増設、仮設脱水機を利用】 
濃縮槽で十分に処理できない汚泥は貯留槽①に、濃縮はしたが天日乾燥床で処理しき

れない汚泥は貯留槽②に貯留する。貯留後、貯留槽①の汚泥は仮設脱水機にて脱水処

理、もしくは濃縮槽が空き次第、濃縮後に天日乾燥床にて脱水処理。貯留槽②の汚泥

は天日乾燥床が空き次第脱水処理を行う。 

貯留槽①

（濃縮前汚泥用）
仮設脱水機P

P

PP 汚泥濃縮槽凝集沈澱池

貯留槽②

（濃縮後汚泥用）

ケ
ー
キ
搬
出

既設

天日乾燥床

 

図-5 汚泥処理フローシート（ケース A） 
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仮想評価法による生活用水の減断水に対する被害原単位の推定

 
㈱日水コン名古屋支所 平田明寿 
㈱日水コン名古屋支所 白石大輝 

 
水供給システムがライフラインであることを踏まえると、水供給システムの被害予測に

加えて、社会的影響の評価が必要と考えられる。本稿では、他のライフラインも含めた社

会システム全体としての評価における共通評価指標として被害額を想定し、特に水道利用

者の被害に着目して生活用水の減断水による被害原単位を推定した。 

被害原単位の推定は、仮想評価法（CVM）で行うこととし、その結果は約 4,000 円/人/

日となったが、今回の調査では、回答者属性により、男女別や世代別や地域別による傾向

が確認できた。 

 

Key Words ： 大規模地震、被害予測、被害原単位、仮想評価法（CVM） 
 

１．はじめに 
近い将来発生が予想されている南海トラフ巨大地震では、兵庫県南部地震（阪神・淡路

大震災）、東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）、熊本地震などの近年発生した巨大地震

における被害の様相と比較して、より広域的で甚大な被害や被災が予測されている。 
これまでに大規模地震時における上水道事業などの水供給システムの被害予測手法を構

築 1)～2）してきたが、水供給システムがライフラインであることを踏まえると、その結果（時

系列的な断水人口や給水形態や給水達成率等の直接的な被害様相の定量的把握）を活用し

た社会的影響の評価も必要であるといえる。 
そこで、水道利用者の視点で考えると、地震時に生活用水が減断水する場合、被害予測

結果からも一か月以上の長期間となる可能性が高いといえる。阪神・淡路大震災時の神戸

市水道局災害対策本部に寄せられた電話による「市民の声」にもとづいて、生活用水の使

用者の意識の変化を分析した事例 3)によると、震災から３～４週間目（社会生活復帰開始、

社会経済活動仮復旧）になると「いらだち」「不公平感」が増大し、「運搬給水が困難」と

なり、１ヶ月以降（通常生活復旧開始）になると「我慢の限界」「怒り」と感情面での変化

も現れている。 
本稿では、社会的影響の評価として、他のライフラインも含めた社会システム全体での

評価における共通の評価指標として被害額を想定し、特に水道利用者の被害額算出に着目

して、生活用水の減断水による被害原単位の推定について考察を行う。 
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平成 25 年度実績への対応を満足する施設整備とした。 
 異常事態への対応を容易にするために、パターンAで濃縮槽を全て増設する計画とし、

より確実な汚泥処理を可能とした。 
 一時的な高濁度への対応としては、貯留槽の設置が欠かせないため、パターン A で 1

槽増設しておき、パターン B では全て増設する計画とした。 
 高濁度に対し、将来的に柔軟な対応が可能となるよう、パターン C で天日乾燥床を増

設する計画とした。 
 いずれの場合も原水濁度の推移に留意しながら施設整備を判断する必要がある。 

表-2 施設整備計画 

 
４．まとめ 
一時的で急激な原水濁度処理への対応として、既存施設の能力増強に加え、一時的に汚

泥を貯留する貯留槽を設け、さらに仮設脱水機を利用することにより、ピーク時の対応を

可能とした。また、段階的な施設整備計画の立案により、今後の高濁度状況の変化に対応

可能な整備計画とした。そして、これらのピーク時の一時的な対応策と段階的な施設整備

計画により、効率的な汚泥処理方法で過大投資を防ぐことを可能とした。今後は濁度推移

の見定めにより、施設整備の判断を行う必要がある。 
気候変動などから豪雨時の濁度上昇が全国的に問題になりつつある。今回の A 浄水場で

の汚泥処理の検討は、他の浄水場で検討する際に参考になる。 

 パターン A パターン B パターン C 

想定する

異常高濁

度の傾向 

日最大濁度 約 200 度以下 約 200 度以上 約 200 度以上 
発生頻度 /
月 

約100度以上が 2～
3 回/月程度 

約 200 度以上が 1
回/月程度 

約 200 度以上が２

回/月以上、 
高濁度継続

期間 
約 40 度以上が１週

間程度 
約 40 度以上が１週

間程度 
約 40 度以上が１週

間以上継続 
対象年度 平成 22 年度 平成 26 年度 平成 25 年度 

事業計画 

第一期 
濃縮槽 2 槽 
貯留槽①1,000 ㎥×

1 槽 

【濃縮槽 2 槽整備

済】 
【貯留槽①1,000 ㎥

×１槽整備済】 

【濃縮槽 2 槽整備

済】 
【貯留槽①1,000 ㎥

×1 槽整備済】 

第二期 ＊＊＊ 
貯留槽①1,000 ㎥ 
×1 槽 

【貯留槽①1,000 ㎥

×1 槽整備済】 

第三期 ＊＊＊ 
貯留槽②1,000 ㎥ 
×2 槽 

【貯留槽②1,000 ㎥

×2 槽整備済】 
第四期 ＊＊＊ ＊＊＊ 天日乾燥床 3 床 
第五期 ＊＊＊ ＊＊＊ 天日乾燥床 2 床 
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